
事業の計画・内容

■ 直営 □ 指定管理 □ 民間委託等

投入資源 事業実績

①投入人員

人件費合計（A）
②支出内訳 事業費（B)
（千円） 委託料

その他
合計（A+B)
③財源内訳 特定財源 国県支出金
（千円）

受益者負担
その他特財

一般財源
上記①～③に関する特記事項

評価指標

（ ）

（ ）

事業開始時からの状況変化及び事業の改善点等

2,930 3,706 3,706

奥田　充法 連絡先

施設設備使用許可件数

12
13

30

18

H18（目標）

目標

H19（目標）

名            称コードコード 名               称
一般会計
民生費
老人福祉費
老人福祉総務費

高齢者の健やかな生活を支える

01
03
02
01

会計
款
項
目

Ｃ

総合評価

介護予防センター利用率
５施設利用日
―――――――――――――――
平均開館日数×５

2
2
4

有効性
達成度

20

160

延べ利用者数（５施設計） 人 4683 5000 5000

160148

開館日数（５施設平均）

12
15

単位

日 245

施設利用日数（５施設計） 日

245

18

18

245

件 17

12 15

目標値

団体

H17 H18 H19
実績値

15

3,776 3,776
2,916 2,916

3,025
2,190

115 140 140

720 720 720

設置の施設は、昭和５５年度から昭和５７年度にかけて補助を受けて建設の保育所の統合による空施設や、昭和６２年度に補助を受けて建設の国
民健康保険健康管理センターを「介護予防センター」として活用を図る目的で青山支所管内に５施設を有し、又空室もある施設にあっては、地区市
民センター事務所・住民自治協議会事務所として、地区公民館やＮＰＯ法人に対して施設の利用許可をおこなっているが、経年とともに雨漏りをはじ
め、施設全体の維持補修が必要であり、その経費も年々増大しつつあり、「補助金に係る予算の執行の適正化に関する法律」との関係もあるが、そ
れぞれの地域での新たな施設を検討する必要がある。

指標設定の考え方

介護予防を目的とする団体数 団体

目標
13

事業の目的の成果を測る指標

介護予防を目的とする団体登録数

H17

％

4必要性 介護保険制度の趣旨に則り、介護予防、痴呆性高齢者の在宅生活の支援、又は居宅介護支援の質の向
上を図るための事業の拠点として、旧４施設の保育所と、国民健康保険健康管理センターを整備し、介護
予防センターとして施設利用し、交通の便が悪く、居住地の近くで介護予防事業を実施し、気軽に参加でき
る施設としての意義は大きい。

2,305

95 70 70

効率性

評
価

3,056 3,056

H17 H18（予算）

0.1

H19（予算）

0.1

細目
細々目

102

高齢者の生きがいと社会参加を促進するとともに家に閉じこもりがちな高
齢者や要介護状態になることを予防することを目的とする。

成果（どうなるのか）

01
在宅老人援護事業
介護予防施設管理経費

青山支所　健康福祉課担当部課名
作成者氏名

設
置
目
的

市内の類似施設

対象等（何を、誰を）

本
年
度
事
業
内
容

「介護予防センター」５施設の電気・電話等の維持並びに施設の修繕と、施設設備使用申請に対する許可

伊賀市介護予防センターの設置及び管理に関する条例運営主体

単位

（委託先：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
根拠法令・要綱等

介護予防を目的とする団体登録

正規職員     （人） 0.1
活動指標

施設の管理・運営

市民

事業名

基本施策

362

伊賀市　事務事業評価シート

介護予防施設管理経費

6


